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広域行政の経営システム
―とくに水道広域化の場合について一一—
寺尾晃洋
まえがき
広域行政は1962年， 63年ごろから地域開発の活発化と平行して浮上し，一
進一退しているものの，最近にあっても行政の最重要課題の 1つであること
には変りはない。行政事務の共同処理方式としては，地方自治法は①協議会
の設置（同法252条の 2~6), ②委員会・附属機関および職員等の共同設置
（同法252条の 7~13), ⑧事務の委託（同法252条の14~16),④地方公共団
体の組合の設置（同法284条~293条の 2), ⑥地方開発事業団の設置）同法
298条~319条），⑥相互救済事業経営の委託（同法263条の 2), ⑦長・議長
の全国的連合組織（同法263条の 3) を規定しているほか， これに準じるも
のとしては①公の施設の区域外設置および他の団体の公の施設の利用（同
法244条の 3), R 職員の派遣（同法252条の17)を規定している。また，地
方自治法以外の法律による共同処理方式としては国土総合開発法は審議会
（同法6条），湾港法は湾港局（同法4条~6条），学校教育法は教育事務組
合（同法30条）， 地方行政連絡会議法は地方行政連絡会議 (1条~10条）等
の事務の共同処理方式を規定している。さらに消防組織法には消防相互応援
協定（同法第21条）， 消防法には要請による救急業務（同法35条の 6)の例
がある％
1)自治大学校編「自治用語辞典」帝国地方行政学会， 1976年， 393ページ：市町村
自治研究会編『一部事務組合のしくみとその運用」ぎょうせい， 1977年， 5~6ペー
ジ。
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これらはそれぞれ広域行政の経営システムとして固有の問題をもってい
る。そこで本稿ではこれらのうち「組合」， とくにわが国の地方公営企業法
における「企業団」をとりあげ，水道広域化の場合について組織の問題を中
心として，筆者が1991年度において実施した阪神水道，埼玉県南水道などの
数企業団の実態調査を踏まえて，その問題点とこれに対する考え方を明らか
にしたい。その上で必要な若干の改善策を提起するつもりである。
1 企業団の現状ー一水道事業におけるその組織と問題点ー一
さて企業団は複数の市町村等の地方公共団体が，水道事業（簡易水道事業
を除く）などの地方公営企業の経営に関する事務を共同処理するために設置
した一部事務組合のことであって，地方公営企業法1966年改正において一般
行政事務とちがって企業の共同経営に適するように手直しされてできた制度
である（同法39条の 2)。ここから企業団に対しては同法の適用について若千
の特例が認められている。とくに組織にかかわるものとしてはつぎの諸点が
あげられる。 a.管理者の名称は企業長とする。 b.監査委員は規約の定める
ところにより 2人または 1名とする。 c.企業団の議会の議員の定数は15人
をこえることができない。ただしその経営する事業が大規模である企業団に
あっては，その事業規模に応じて政令の定める基準により30人を限度として
その議会の議員の定数を増加することができる （同法39条の 2)。 しかしこ
れらのほか具体的な点は規約にゆだねられているので，規約によっては若千
の運用の違いが生じている。以下その状況を概観して，最近に至る企業団の
経営の問題点についてみてみたい。
(1) 経営状況
わが国の広域水道は表 1からわかるように，都道府県営と企業団営に二大
別されるが，①事業数からみる限り広域水道のうちでは企業団営が圧倒的に
多い。②用水供給事業をとってみると，事業数においては企業団営が都道府
県営をかなり上回っている。③しかし企業団営は末端給水事業が多いが，企
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表1 1989年度広域水道の現況（法適用企業）
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地方公営企業経営研究会編『地方公営企業年鑑』第37集 (1989年度）地方財務協
会， 1991年， 95ペー ジより。
業団営末端絵水事業のうち給水人口 5万人未満の小規模経営が事業数では約
6割強を占めている。このように水道広域化のにない手として企業団営は重
要な位置を占めているものの，数の多い企業団営用水供給事業や小規模な企
業団営末端給水事業のかかえる経営上の困難は無視できないものがある。
この点を最も印象的に表現しているのは給水原価の状況である。 1989年度
における都道府県営用水供給事業と企業団営用水供給事業の給水原価を比較
すると，前者が72.21円に対して後者は93.38円である。また，都道府県営・
市町村営・企業団営を問わず末端給水事業の給水原価をみると，同年度では
都及び指定都市営が169.09円という非常に高いものになっているが，平均を
とれば133.17円である。しかし給水人口 5万~10万人未満， 3万~5万人未
満の事業はそれぞれ130円台であるが， 1.5~ 3万人未満の事業は140円台，
1. 5万人未満の事業は150円台となっている。しかもこれらのうち都道府県営
であれ企業団営であれ末端給水の広域水道の給水原価はかなり割高である。
企業団営末端給水事業の場合給水人口 5万~10万人未満， 3万~5万人未満
の事業の給水原価はいずれも140円台であり，同じく給水人口1.5万~3万人
未満の事業のそれは180円台， 1. 5万人未満の事業も170円台になっている。
企業団営末端給水事業のこの相対的に高い給水原価の原因は，職員給与費な
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どのせいではなくて，給水原価に占める企業債利息や受水費の金額が大きい
点にあるように見える％
しかしこのような不利な条件にもかかわらず，末端給水事業・用水供給事
業を問わず都道府県営に比べて企業団営では赤字企業の割合が小さい。 1989
年度においても比較的に用水供給事業に赤字企業が多いのであるが，この場
合経常損失のある事業は都道府県営用水供給事業が30.4%に対して，企業団
営用水供給事業は31.3形もあるとは言え，これに末端給水事業を加えるなら
ば，都道府営全体では経常損失のある事業が27.6形もあるのに対して，企業
団営全体では15.1形しかない。
同年度において累積欠損金のある事業は都道府県営用水供給事業では52.2
形にものぽるが，企業団営用水供給事業では37.5形にすぎない。これに末端
給水事業を加えるならば，累積欠損金のある事業は都道府県営全体では48.3
飴もあるのに対し，企業団営全体では21.7%にとどまっている。このように
経営成績は傾向として企業団営がいいと言える％
ところで企業団営水道事業の資本的収支をみると，企業団を構成する地方
公共団体（以下構成団体と略称する）からの資金の繰入れが収入のところに
あげられているが，ここにも一定の特徴が見られる。 1989年度では末端給水
事業・用水供給事業の両方をふくむ都道府県営の場合，資本的収入のなかの
いわゆる他会計出資金・同負担金・同借入金・同補助金の合計は，建設改良
のために発行された企業債の18.7%にのぽっているが，企業団営の場合それ
は9.2%にすぎない。企業団営の場合この数字に都道府県補助金に相当する
0.9%を加えても， 約10形になるだけである。用水供給事業だけの場合はさ
きの数字は都道府県営で約19.296に及んでいるが， 企業団営の場合は 9.7% 
にすぎない4)。このように企業団営に対する財政支援は一般に弱いのが実態
2)地方公営企業経営研究会編「地方公営企業年鑑」第37集 (1989年度）地方財務協
会， 1991年， 83~4,95, 98ペー ジ。
3)同上書， 96~7ペー ジ。
4)同上書， 99ペー ジ。
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である。
企業団営水道事業のすでに見た高い給水原価といまの比較的少ない赤字経
営という一見奇異に思える現象を解きほぐすポイントは言うまでもなく料金
である。ことに用水供給事業をとってみると，すでに見たように1989年度に
は企業団営の給水原価は93.38円であるのに対し供給単価は93.41円である。
ところが都道府県営の給水原価は 72.2円であり， 供給単価は 69.94円であ
る5)。このように企業団営用水供給事業では給水原価も高いが， 供給単価は
この給水原価をカバーするだけの金額が設定されている。独立採算制のたて
まえからは当然と言えばその通りであるが，わが国の水道事業一般では普通
に給水原価が供給単価を上回っている現実があるので，この点も特異にさえ
映るのである。
末端給水事業をとってみても，都及び指定都市と県営末端給水事業（千葉
県・神奈川県・長野県）を除けば，企業団営末端給水事業はあらゆる経営規
模についてすでに見たように市町村営末端給水事業よりも一般に給水原価も
高いが，供給単価も高い6)0 
結論としては企業団営では，独立採算制にかなり忠実な経営スタイルが定
着していると言うことができる。
(2) 公共的コントロール
財・サービスの必需的性質に対応して，地方公共団体がその行政責任，こ
れを保証する財政責任（公費支出に裏づけられている）を遂行し，それを住
民がその権利として議会制民主主義を通じて制度的に監視するしくみが地方
公営企業制度の本来の姿である。現行法では企業団は地方公営企業制度の 1
つである。したがってこの公共的コントロールのあり方は企業団の現状を考
えるにあたって重要なポイントである。ところで公共的コントロールのあり
方には企業団と構成団体との関係，企業団と住民との関係及び企業団と都道
5)同上書， 95ページ。
6)同上書， 83~4,95ページ。
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府県との関係という 3つの側面がある。
a. 構成団体との関係
a-1 企業団議会
企業団議会の組織（つまり議員の定数，任期など）及び議員の選出の方法
は規約事項である”。したがってさまざまなしかたが考えられる。
① 企業団議会の議員の定数
議員の定数は地方公営企業法39条の二⑦によって15人をこえないが，大規
模の場合は政令で定める基準によって30人を限度とすることになっている。
この定数があることで企業団は基本的に民意の反映に乏しく，住民の監視が
弱いという制約をもっている。
③ 企業団議会の議員の任期
議員の任期についてはさまざまなケースがみられる。調査対象事業につい
ては実際上 1年ないし 1年半交替がほとんどである。ただ話合いで最小限2
年間は交替しないと決めているケースもあるが，企業団議員に選出された限
りでは構成団体の議員の任期 (4年間）中は一貫して企業団議員であるケー
スも 1つだけある。
⑧ 企業団議員の選出
議員の選出については表2のようなさまざまな方法がある。なんとならば
企業団の議員，管理者，職員は地方自治法287条によって，構成団体の議会
の議員，長，職員の兼職ができるからである。調査対象事業では企業団議員
の選出は 1ケースを除いて構成団体の議会における議員の互選のかたちがと
られ，選出母体の構成団体の議会では企業団議会の議員の人数は会派ごとに
比例配分されている。この場合多くのケースでは構成団体の議会のベテラン
議員が企業団議員に選出されているのが見られる。ただ構成団体の議会で同
ー会派が一挙に多数の当選者をだした場合は，当選回数が若い議員であって
も，初めから企業団議会の議員に選出されることはありうる。調査対象事業
のうち 1つのケースだけであるが，構成団体の議員の4年間の任期内にでき
7)市町村自治研究会編，前掲書， 45ペー ジ以下参照。
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表2 一部事務組合の議会の議員の選挙の方法
選挙の方法 年 11970 1972 11974 11976 
一部事務組合の住民で「直接選挙」 I 451 41 10 I 38 
組織団体の議会の議員の中から「組織団体の
1,072 1,341 1,329 1,339 
議会において間接選挙」
都道府県知事又は市町村長その他の執行機関
43 50 100 64 
たる委員会の委員又は委員の中から「 I/」
その他の者を「,,」 248 I mJ 1441 159 
都道府県知事又は市町村長の全部又は一部を
222 
「あて職」にしているもの
200 165 136 
議会議員の全部又は一部を「II」 I 10 I 90 I s2 I 74 
都道府県又は市町村の特別職たる補助職員の
゜全部又は一部を「”」 3 3 2 
その他の者を「 II」 I 451 551 s2 I 13 
その他の方法（上記の方法の組み合せ） I 3671 9671 1, 1741 1,155 
計 I 2. 112 I 2. 881 I 3. 039 I 2. 980 
市町村自治研究会編『一部事務組合のしくみとその運用』ぎょうせい， 1977年， 48
ページより。なお「組織団体」は構成団体と同義である。
るだけ多くの議員に企業団議員の経験を均てんする考え方をとっているとこ
ろもある。この場合は必然的に企業団議員としての在任期間は短くなる。
このような企業団議員の選出は構成団体の議会の議長等への就任，各種委
員会等への所属の変更によって大いに左右されるのが常であるが，企業団議
員に対する金額的にかなり大小のある手当，日当，交通費などの額のあり方
も一定の影響を与えているように見える。
④ 企業団議会の定例会
この回数は年2回から 4回までさまざまである。
⑥ 構成団体の議会へのフィードバック
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企業団のことは基本的に構成団体の議会での議決を一切必要としない。し
たがって構成団体の議会で議員が企業団の経営について正面から質問しにく
い状況が生じている。また，構成団体の議会で企業団議会の議員に選出され
た者が，企業団の問題について報告するケースはなくはないが，あまり多く
はないようである。ただ企業団の料金値上げのときは構成団体の首長，企業
団議会の議員を兼務する者から報告があり，時には企業団側から出向いて説
明がなされている。
a-2 執行機関
執行機関の組織および選任の方法も規約事項である。
① 企業長
企業長あるいは組合管理者は実際上構成団体のうち最有力な首長が兼務す
る場合が圧倒的に多い。この場合副企業長を置くときはこれには他の構成団
体の首長がなるケースがある。ただ調査対象事業のうちには県や構成団体の
首長などの話合いで，建設省関係者から企業長が選任されたケースがある。
この場合副企業長はプロパー職員の古参者が就任している。また， 1つのケ
ースでは県の公衆衛生関係者等から歴代企業長が選任されている。
R 企業団職員
企業団職員は設立当初はほとんどが構成団体からの派遣職員であった。し
かしいまは第二次大戦前からあった企業団ではほとんどすべてがプロバー職
員である。どの企業団でも一部の上級職員は別として，しだいにプロバー職
員が多くなりつつある。これは企業団の経営の相対的独立性が強められると
いう意味がある。ただ企業団の場合は職員が特定の職場に長くなることは，
住民と企業団の間に距離があるので，職員が指定業者とのゆ着などの危険に
さらされる機会が多いということでもある。ちなみに職員の給与はほとんど
有力構成団体の給与水準・体系に準拠するか，独自に設定する場合でもこれ
を参考にしている。
a-3 構成団体の首長との関係
構成団体のうち有力な自治体の首長が企業団の企業長ないし組合管理者と
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なり，他の自治体の首長は副企業長ないし副管理者になるケースについては
さきに触れた。この場合「管理者会議」のかたちで構成団体の各首長による
合議機関が設けられるケースが多い。また，企業団の執行機関とは別に法制
上はないが，「理事会」が構成団体の各首長でもって編成され， 企業団議会
に議案がかかる前に， 事実上ここで調整， 承認がおこなわれるケースが多
い。この理事会は実際上強い権限をもっており，企業団議会が事実上形がい
化する危険性をはらんでいる。
b 住民との関係
原則的に企業団は構成団体選出の企業団議会の議員および構成団体の首長
を介して間接的に住民と関係をもっているのが企業団制度である。企業団は
住民との間にかなりの距離があるのが現実である。企業団議会に傍聴席が設
けられていない状況が皆無とは言えないことがこれを象徴している。もちろ
ん漏水などの日常的な苦情処理での一般住民とのかかわりはあるが，企業団
が経営について住民の意見を聞く機会をもっといったことはきわめて少な
い。調査対象事業でもアンケート調査やモニター制度をもっている事業は各
1事業にすぎない。料金値上げにあたって企業団議会では全員協議会におい
て審議がなされるのが常であり，また，公聴会，聴問会，説明会は比較的に
もたれているが，広報誌による日常的な企業団の PRは不足しているように
思う。つまり住民から見えにくくなるほど，企業団は経営本位の姿勢になる。
c 都道府県との関係
調査対象事業に関する限り企業団の構成団体に県が入っているケースはな
い。しかしこれらの事業についても県は創設にはかかわってきている。富山
県や千葉県のような開発指向型の県は必然的に水道広域化に熱心であるが，
富山県は射水上水道企業団に対しては高岡市との連結管建設について建設費
の10分の 2の財政支援をおこなっており，千葉県は長生郡市広域市町村圏組
合に対して「市町村水道総合対策事業の助成」措置として，県営水道並みに
料金を抑えるために赤字の 2分の 1を補助している。山口県も県議会や企業
団から要請をうけて，民生安定と激変緩和の名目で構成団体に対して一定の
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財政支援をおこなっている。これについては後述する。
かつて深刻な水不足を経験した福岡県，広域化に熱心な愛知県は1980年代
に入って企業団に対し若干の財政支援をおこなう姿勢を示し始めた。しかし
1989年度では88事業の企業団営末端給水事業のうち 8事業が， 52事業の企業
団営用水供給事業のうち11事業が，県から補助金をうけているだけである叫
このように大部分の企業団営水道事業は都道府県の財政支援をえていないの
が実情である。
2 諸外国における評価
(1) イギリスでの経験
一部事務組合あるいは企業団はイギリスでは jointboardと呼ばれる。
D. ヌープによればこの制度はイギリスでは軌道事業， ガスあるいは電気事
業よりも水道事業に多く見られたとはいえ， 1907~8年では水道事業におけ
る企業団は25事業，水道及びガス事業が2事業，ガス事業が1事業，電気及
び軌道事業が 1事業があっただけである9'aH・ファイナーによれば水道事業
の企業団は1934年では約40事業にふえている10)。設立手続についてはこのう
ち5事業が暫定命令 (ProvisionalOrder)によって， 残りはPrivateBill 
によって設立されているが， 1875年の公衆衛生法 (PublicHealth Act) 279 
条によって保健省 (Ministryof Health) (当時は自治省 (LocalGovern-
ment Board))がこの設立を認可するしくみである。イギリスではひとた
び企業団の規約が成立し，国会で承認されると変更はむずかしい。国会，と
くに上院 (Houseof Lord)のこのかたくなさが企業団の普及をはばんでい
8)地方公営企業経営研究会編，前掲書， 655ペー ジ以下参照。
9) Knoop, D., Principles and Methods of Municipal Trading, Macmillan, 19 
12, p. 17. 
10) Finer, H., Municipal Trading― A Study in Public Administration―’ 
George Allen & Unwin, 1941, p. 240. 
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ると H.ファイナーは分折している 11)0 
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イギリスでは企業団営水道事業は合議制の理事会 (Board) によって経
営されており， 理事は最大15名である。理事は通常構成団体の水道委員会
(Water Committee)のメンバーであって， 古参の最も経験ゆたかなメン
バーが選ばれるのが常である。任期は 1年， 3年， 5年となっており，通常
再選される。納税者による民主的コントロールが企業団では弱いといった感
情はない。あるいは，それが多少弱いにしても重大視する感情はないが，時
折少数会派に属する若干の議員が情報公開の拡大を主張したり，すぺての議
事を構成団体の議会にかけてその有効性を確認する必要があると主張するこ
とはある。一般に用水供給事業・末端給水事業を問わず，企業団の経営はう
まくいっているが， なかには調停委員 (arbitrator)に提訴して行き詰まり
の打開をはかることを予めとりきめている企業団もある。さらに保健省は任
命権 (Nomination)があるという点で期待されている。 H・ファイナーは
このように企業団を比較的に好意的な姿勢で分析している12¥
(2) 企業団の発展形態
つぎに企業団の未来像を考えるてがかりとして，イギリスやアメリカで企
業団から分岐していったもう 1つの道をここで一べつしておこう。
イギリスの場合企業団の最大のものは1902年設立の MetropolitanWater 
Boardである。この理事会は構成団体から代表 (Representatives)として
でてきた65人から成っていた。ところが単独の地方自治体においてある特定
の，独立した経営組織がつくられ，地方公共団体の議会が直接的なコントロ
ールをしない場合があり， それはしばしば港湾事業に見られた。たとえば
1909年のロンドン港湾局 (Portof London Authority), リヴァプールの
Mersey Docks and Harbour Board, サザンプトンの SouthamptonHa-
rbour Boardがこれであった。一般に種々の船舶関係者や地方公共団体が
11) Ibid., p. 240. 
12) Ibid., p. 241. 
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これらの港湾局に代表を送っている。しかしこれらの人びとが実際に港湾局
を支配していたわけではないと考えられている13)。
電気事業企業団 (JointElectricity Authority)の場合もその理事会は
大規模であった。ロンドン及び隣接地域企業団 (London& Home Counties 
Authority)の場合も37名であり，西ミッドランド (WestMidlands)企業
団は23名であった。しかも 3年ごとの選挙でメンバーのかなりの者が替えら
れた。メンバーの大部分はその地域の地方公共団体の議員 (member)であ
り，彼らはこの地方公共団体の任命である。このメンバーには時には市営電
気事業の長，地方自治体の議会の議長や首長が指名されることもあった。ま
た，このような地方公共団体の代表とは別に，労組の代表がメンバーに加わ
っていた14)0
このように基本的に利益代表的(representative)な企業団のしくみがしだ
いに崩れて，理事会の大規模化ばかりでなく，複数の地方公共団体の "joint"
から.1つ”の地方公共団体における半ば独立した経営組織の出現，また企
業団の構成団体の代表だけでなく労組代表の理事会への参加といった新しい
動きが見られるようになってきた。やがてこの動きは1920年代の産業合理化
過程を背景とした公企業の“企業化”のなかで中央電気庁 (C• E• B), B 
• B• C, ロンドン旅客運輸局 (L·P• T• B)などの公共企業体の出現につら
なっていく。
つぎにアメリカに目を向けると，そこでは水道事業についてもパプリック
・オーソリティ (PublicAuthority)がかなり普及している。パプリック・
ォーソリティは subnationalなレベルにおける公共企業体であって， 収入
債 (RevenueBond)の発行権限を有することがその制度的特徴である。
収入債は元利払いを料金収入に頼り，免税債という特権をもった金融手段で
あって，その最初の出現は19世紀末であった。
パプリック・オーソリティは1920年代，ことに1930年代初頭の不況期に画
13) Knoop, D., op. cit., p. 119. p. 121. 
14) Finer, H., op. cit., p. 276. 
広域行政の経営システム（寺尾） (611)43 
期的な発展を示したのであって，このきっかけとなったのが1921年設立の二
ューヨーク港湾局 (Portof New York Authority)であるが， このモデ
ルがさきに触れたロンドン港湾局であったと言われている。ニューヨーク港
湾局は1972年に PortAuthority of New York and New Jerseyと改称
された。このポート・オーソリティでは12名の理事をニューヨーク州，ニュ
ー・ジャージー州の知事が州議会の同意をえてそれぞれ 6名を任命すること
になっているが，彼らは各州の利益代表ではなく，完全な経営の自主性をも
っている。また，ボート・オーソリティは完全に独立採算である 15)。すでに
別の機会にくわしく紹介したが16), 収入債に関連してパプリック・オーソ
リティに対する Moodyなどの専門機関による企業のランク付けがおこなわ
れ，生き残るためには市場原理に経営をゆだね，常時一定の収益性をあげる
ことを余儀なくされた。これは独立採算制の終着点であって港湾事業には許
されても水道事業には似合わない。
H・ファイナーはつぎのように書いている。 「C• E• B, L• P• T• B, P 
·L•A あるいは B•B•C のような組織の機能をそなえた準公共企業
体 (semi-publiccorporation)の組織原理を地方公営企業 (localsupply 
undertakings)に適用するのは適当でないと思うので， 最近の政府の提案
のようにそれをもちだすのはわたしたちは間違いと考える。」17)
企業団が地方公営企業の“企業化”の方向を一層めざすのがいいか， ぁ
くまで地方公営企業制度のわく内にとどまってその本来のあり方を追求す
るのがいいか，この問題にわたしたちは大いに悩まされているが，この 2つ
の途について H・ファイナーは明確な判断を示しているということができ
る。
15) Ramanadham, V. V. (ed.) Public Enterprise-Studies in Organisational 
Structure , Frank Cass, 1986, p. 134, p. 141. 
16)寺尾晃洋「アメリカのバプリック・オーソリティ」『関西大学商学論集」 32巻3
• 4• 5合併号， 1986年1月。同「アメリカ公企業の独立採算制と収入債」「公営
評論」 32巻3号， 1987年3月参照。
17) Finer, H., op. cit., p. 413. 
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(3) H・ファイナーの評価
H・ファイナーはつぎのように企業団制度に対して積極評価を与えてい
る。「わたしたちは初めは地方公共団体の企業団制度について懐疑的になる
面があった。これは構成団体間の意見の一致がいるので前進がはばまれるか
もしれないし，また，間接的な選挙の結果，企業団は非民主的であるという
理由からであるが，しかしながらわたしたちはいまこの制度を前進の最も望
ましい方向であると信じている。少くとも①あまりにも小規模な地方公共団
体の維持，②混合企業の体制，⑧会社による管理の体制よりも，このアプロ
ーチはましであると考えている。したがって前進はきっとこの方向でなされ
るだろうと思う。」18)
ただこのような評価とともに企業団の赤字の構成団体による分担が問題に
なっており，アメリカでは州の契約上の援助 (ContractAssistance)も古
くから問題になっている 19)。ここには企業団の現実への危惧，行政の実際的
な対応が表現されていて興味ぶかい。
し‘
つぎにこうした評価の是非を論じるための考え方を検討することにした
゜
3 企業団へのアロプーチ
(1) 水道事業と市町村営主義
企業団は地方公営企業制度の 1つである。したがって企業団は共同処理に
伴って地方公営企業の経営の基本原則を踏みはずさないように運用されるべ
きことは言うまでもない。地方公営企業の「公共の福祉の増進」という目的
18) Ibid., p. 413. 
19) 大森ーニ「アメリカにおける都市交通の広域化とその経営形態—ボストン地城
の例一」（首都交通研究会「大都市交通問題研究」 1966年度報告書， 1967年， 215
~8ページ）参照。
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を遂行するための手段については，水道事業ではいわゆる「市町村営主義」
という行政責任のかたちが歴史的に確立されている。 1890年（明治23年）に
は水道条例が制定され，そこでは「水道は市町村其公費を以てするに非ざれ
ば，之を敷設することをえず」 (2条）とうたわれていた。 また 1957年の水
道法では「市町村以外の者は，給水しようとする区域をその区域に含む市町
村の同意を得なければ， 前項の認可を受けることができない」 (6条の 2)
という市町村優先主義の表現がとられていたのであるが，同法1977年改正に
おいては「水道事業は原則として市町村が経営するものとし，市町村以外の
者は，給水しようとする区域をその区域に含む市町村の同意を得た場合に限
り，水道事業を経営することができるものとする」 (6条の 2) というよう
に，改めて明確に市町村営主義が再確認されて今日に至っている。
市町村営主義を論じる場合たんに法律がそうなっているからといったアフ゜
ローチはもちろん論外である。そこでまず第 1に， H・ファイナーが「地方
自治体は社会政策の手段である」20)と適切にも表現しているような受けとり
方がひろく一般におこなわれていること，第 2に，現実に住民に最も近い地
方公共団体は市町村であるということ，この 2つを踏まえて法律が水道事業
について市町村営主義を肯定していると考える必要がある。
思うに社会資本はハイ・コスト・ロー・リターンであるという通念がある
が，産業のうちには奢俊品産業のようにハイ・コストが必しもロー・リター
ンでないものもある。しかし社会資本についてハイ・コスト・ロー・リター
ンといった通念があることも事実である。それは社会資本の場合ハイ・コス
トが大衆的利用になじまないという意味においてロー・リターンになるとい
う論理からであろう。ここからわかるように供給側の条件だけでなく，需要
者側の条件が問題である。「公共の福祉」 の意味はここにある。したがって
このような分野が民間でなく公営でまかなわれていることの背景には，需要
者側の条件が必ず伏在していると考えていい。
いわゆる公共財の特徴は財の固有の性質にあるととられ易いが，ここでも
20) Finer, H., op.cit., p. 32. 
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同じ問題があることは否定できない。このような人間の生存条件としての必
需性 (necessity)を公共的に保障する政策を「社会政策」と呼ぶとすれば，
「公共の福祉の増進」とはこうした意味の社会政策のことである。わたした
ちはさきの H• ファイナーのことばをこのように受けとり，市町村営主義は
このような目的を達成する方法論であると考える。水道広域化への批判は根
強いものがあるが，広域化のすべてが悪いわけではなくて，本来財政的に困
難な問題をかかえているはずの企業団に対して，独立採算的な経営をストレ
ートにもとめてあやしまない雰囲気が最近の企業団にあるところに，その根
拠があるといえる。
(2) 市町村営主義の意味するもの
ところで市町村営主義による「公共の福祉」の保障とは具体的にはどのよ
うなしかた，あるいは方法論をさしているのであろうか？ これはつぎのよ
うに考えるとわかりやすい。かりに公共の福祉を市場原理が自ら充足しうる
とするならば，地方公営企業の出る幕はないはずである。したがって市場原
理が充足しえない点がある限り，そのところを市場原理に代って行政が．っ
まり財政手段をもって．いわば市場の外から責任をとるところに公営化の理
由があると考えざるをえないのではなかろうか？ このことをわたしたちは
市場原理に対して行政原理と呼ぶことができる。かりにも財政とはかかわり
な<.公共的コントロールの便宜だけでもって公営化がもたれているとは思
えない。それは公共的コントロールの便宜のためだけであれば，民間に経営
をまかせこれに対し公益事業統制を加えるかたちでもいいからである。ここ
から地方公営企業については，まず第 1に市場の外からの財政資金の導入．
第2に財政民主主義の立場から税金の投入に当然随伴する公共的コントロー
ル，つまり議会と行政による適切なチェックが不可欠である。このように公
共の福祉を保障するものはこの 2つであると考えざるをえないのである。
いうまでもなく 1952年の地方公営企業法制定によって独立採算制が導入さ
れるまでは．「公共の福祉」は自治体財政のなかで行政責任でもって確実に
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保障されてきた。しかしこのような行政責任のとり方は独立採算制導入によ
って財政面から根本的に崩れ去った。ただ地方公営企業法1966年改正による
負担区分の原則 (17条の二の①）や補助金 (17条の三）の規定の導入など，
また，水道法1977年改正によって従来簡易水道事業に限定されていた国庫補
助の水道事業への拡大によって，考え方としてはある程度回復をみることに
なった。しかしとくに経費の負担区分の現状は全く不十分である。今日の地
方公営企業制度の最大の難点は独立採算制についての考え方自体にある。こ
のような状況のもとでは，市町村営主義は形がい化せざるをえないのであ
る。しばしばのぺてきたように，水道広域化については財政問題が重要であ
り，企業団はこの点に基本的な問題点をかかえている。したがってつぎの改
善策の検討はこの点の前進が大事である。
4 改善策
企業団の経営原則を今後方向として公社制度に限りなく近づけるのがいい
か，地方公営企業制度の実質にかえしていくのがいいか，どちらの途を選択
すべきかという問題はいつかは解答されるべき企業団の重大課題である。し
かも地方公営企業制度全般についてもこのことはあてはまるだろう。交通事
業や電気事業については別箇の考え方をする（つまりこれらの事業の大規模
なものは公社形態がいいと思う）が，わたしは水道事業については後者の途
を正解とする。そこでこの具体化のためどこを改善したらいいか？ この課
題を解答するいと口は現状を分析するなかで与えられている。
企業団では， 1つには現行の地方公営企業制度の欠陥というぺき巨大な先
行投資のつけと独立採算制の矛盾が広域化に伴って増幅して現われる。 2つ
には地方公営企業制度に固有の議会民主主義のしくみは議員の定数の制約や
議員の在任期間の短かさ，構成団体の首長たちが組織するいわゆる理事会の
実質的につよい影響力などのために薄められがちである。まず第 1点から見
ていこう。
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(1) 県レペルの財政支援
独立採算制に対し負担区分の原則をもり込むかたちの手直しが一応なされ
ているもののきわめて不十分であって，これからは先行投資的性格のつよい
ダム建設費，道路改良に伴う給配水管の布設替えに要する経費，水質の悪化
による高度処理の経費などについて負担区分経費を抜本的に見直す努力が絶
対に必要であるが，とりわけこうした手直しの方向で従来企業団に関係のあ
る目だって弱体であった点は県レベルの財政支援である。この点の改善がま
ず望まれる。ここではてがかりとして，山口県の用水供給事業にかかわる財
政支援の考え方をみてみよう。
従来から末端給水事業については高料金対策に要する経費について一般会
計から繰出金を計上し，それに対して地方交付税による財源措置がとられて
きたが，用水供給事業についてはこのような措置は考えられていなかった。
山口県が1989年から実施している措置は，民生安定（一部の住民にだけ高い
水を飲ませることを避けるということ）と激変緩和を目的に高料金対策とし
て，用水供給事業そのものに対してでなく，その構成団体に対して県費助成
するものである。繰出基準額の算定のしかたは簡単にまとめるとつぎのよう
になる。
まず資本費（減価償却費プラス支払利息）を有収水量で割って ms当り資
本費の金額をだし，そのうち ms当り75円を超える金額の％を繰出基準と考
ぇ，その％を県費補助するというのが算定のしかたの要点である。この場合
％だけを対象としたのは，企業団の自助努力が期待されているからと説明さ
れている。なお給水原価には全く着目していない。しかも助成方法は初年度
を多くしだいに金額をへらす定額漸減方式でもって 7年間にわけて県費が支
出される。
山ロ・小郡地域広域水道企業団については， 県費助成総計 5億 5,750万円
が1989年から1995年にわたって支出され，初年度は 1億3937.5万円，最終年
度1991.1万円となっている。ここには企業団営用水供給事業が当面している
広域行政の経営システム（寺尾） (617)49 
1つの問題点を打開する具体策がある。ただこのケースで見るように，金額
的にはあまり多くを期待できないという問題が残る。構成団体としての責任
がない立場で，県がどれだけ現実に財政支援ができるかという点も問題であ
る。
(2) 公共的コントロールの確保
この問題は一般論としては企業団議会の議員定数の拡大や住民による企業
団議会の議員の直接選挙といった方法が考えられるが，ー長一短がある。議
員の定数の増加は利点もあるが，定数があまり多ければ小回りがきかない。
直接選挙も利点はもちろんあるが，はんさであり，金がかかる。
むしろ問題は企業団の構成団体の議会の議員だけが企業団議員に選出され
ることを慣行化し，企業団議員に選出された限りは，一期 4年間程度を継続
することが必要である。古参議員が必ずいいとは限らない。新人議員であっ
ても 4年間企業団議員に在任すれば，企業団の実態把握もでき，問題点も指
摘できるようになろう。すでに見たように現状では 1年程度で交替するケー
スが多いが，これでは企業団の議会審議は形がい化することがあっても不思
議ではない。
企業団の「理事会」，「管理者会議」などのかたちでの構成団体の首長がつ
よい権限をもつ企業団の運営， あるいは企業団における執行機関優位の運
営，これらを避けるために，住民に対する情報公開の日常化や企業団議会の
議員が選出母体である構成団体の議会・地域住民に積極的に報告する慣行を
つくることが必要である。企業団議員に首長をあてるのは好ましくない。
むすび＝経営システムの未来像
地方公営企業法第 3条（経営の基本原則）ではつぎのように書かれてい
る。「地方公営企業は， 常に企業の経済性を発揮するとともに， その本来の
目的である公共の福祉を増進するように運営されなければならない。」ここ
における表現はすべての公企業形態に共通するあまりにも一般的な規定であ
50(618) 第 36巻第 6 号
って．これだけではどこに地方公営企業としての制度的特徴があるのか明確
でない。しかし官庁企業形態の一種である地方公営企業制度を公社形態や混
合企業形態と区別する最大の企業形態上の特徴は明らかに公共的コントロー
ルのあり方にある。地方公営企業制度のもとにおける公共的コントロールの
特徴はその拘束的な，かつ．きめこまかいしかたにある。したがって「公共
の福祉を増進するように運営」するというさきの条文の表現を地方公営企業
制度に具体化して理解した場合，わたしは公共的コントロールのこのような
あり方をそのための最も基本的な方法論と考えないわけにはいかないのであ
る。
経済性は大規模化に通じる。しかしあまりに経営規模が大きくなれば，そ
のことは直ちに公共的コントロールのしくみと衝突する。したがって地方公
営企業制度のしくみのわく内の制度である企業団はおのずから規模上の限界
をもつことになる。そこでこれからかなり長い時間を念頭においても．用水
供給事業と末端給水事業の二重構造のしくみをわたしたちは評価しないわけ
にはいかないのである。用水供給事業については都道府県営か企業団営か
は，すでに提起した一定の改善がなされうるならば，あまりこだわる必要は
ない。ただ他府県に水源を求めるべき状況のもとでは．当事者能力の大きい
府県が直接経営にあたるところの都道府県営用水供給事業がよりすぐれてい
るように思われる。企業団営末端給水事業については，地方公営企業制度の
基本にかえすことによって， 基本姿勢としてはそれを民主的に活用するこ
とが期待される。
〔本稿は，平成 3年度文部省科学研究費一般研究(C)の研究成果の一部であ
る。〕
